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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電動機を駆動制御する電力変換器と、
　外部と通信を行う通信装置と、
　前記電力変換器と前記通信装置との間に設けられた信号線と、
　前記信号線を所定の区間ガイドする導電性の信号線ガイド部と、
　を備え、
　前記信号線ガイド部は、GNDに電気的に接続され、かつ、所定の形状の導体がマトリク
ス状に周期的に配置されたEBG構造を有し、
　前記EBG構造は、前記信号線と前記信号線ガイド部の面との間であって、前記信号線ガ
イド部の前記信号線側の面に設けられ、前記所定の形状の導体は、前記所定の形状の高さ
を調整可能な高さ調整機構を有し、前記高さ調整機構を介して前記信号線ガイド部の面に
着脱自由な構造を有することを特徴とする鉄道車両。
【請求項２】
　請求項１に記載の鉄道車両であって、
　前記信号線は、離間した第１の信号線と第２の信号線であって、
　前記EBG構造は、前記第１の信号線と前記第２の信号線との間の領域であって前記マト
リクス状に周期的に配置されている領域に分離部を有し、
　前記分離部は、マトリクス状に周期的に配置している前記EBG構造の周期性と異なる非
周期性の構造であることを特徴とする鉄道車両。
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【請求項３】
　請求項１に記載の鉄道車両であって、
　前記EBG構造における所定の形状の導体は、隣接する他の所定の形状の導体と回路素子
で接続されていることを特徴とする鉄道車両。
【請求項４】
　請求項３に記載の鉄道車両であって、
　前記信号線は、離間した第１の信号線と第２の信号線であって、
　前記EBG構造は、前記第１の信号線と前記第２の信号線との間の領域であって前記マト
リクス状に周期的に配置されている領域に分離部を有し、
　前記分離部は、前記回路素子の接続を外した構造であることを特徴とする鉄道車両。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ノイズキャンセラー及び鉄道車両、自動車に関する。
【背景技術】
【０００２】
　本技術分野の背景技術として、特開2002-159124（特許文献１）、特開2015-97273号公
報（特許文献２）がある。この特許文献１には、「ぎ装側から鉄道車両の床下に固定され
ている車両制御装置の電線を引き込む部分に貫通穴が形成されている電線クリートを設け
、その貫通穴部分で上下に分割できる一組の絶縁体からなる車両用電線クリートにおいて
、電線が貫通する穴の外側に、この電線貫通穴を覆うように貫通穴の板厚面より溝を設け
、この溝にリング状のフェライトコアが組み込まれている」と記載されている（要約参照
）。
【０００３】
　また、特許文献２には、「実施の形態の回路基板は、複数の電子部品がプリント配線板
に実装される回路基板であって、プリント配線板に実装される半導体デバイスと、半導体
デバイスに対しプリント配線板の反対側に設けられる第１のＥＢＧ構造体とを備え、半導
体デバイスの動作周波数が、第１のＥＢＧ構造体の遮断帯域外にあり、第１のＥＢＧ構造
体がプリント配線板のグラウンドまたは電源に接続され、回路基板の動作周波数が、第１
のＥＢＧ構造体の遮断帯域内にあり、第１のＥＢＧ構造体が、第１の導電体で形成される
電極部と、電極部に略平行に設けられ第２の導電体で形成され１０ｍｍ角以下のパッチ部
と、電極部とパッチ部との間に設けられる絶縁層と、絶縁層内のパッチ部と電極部との間
に設けられ、パッチ部と電極部とに接続されるビアと、を備えるマッシュルーム構造であ
る。」と記載されている（要約参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開2002-159124号公報
【特許文献２】特開2015-97273号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　鉄道車両や自動車など、複数の電子機器を搭載した大型電気装置では、機器間の電磁ノ
イズ干渉による誤動作を起こさないため、ノイズ抑制が必須である。電磁ノイズ抑制には
、例えば特許文献１にあるように、ノイズ伝播経路であるケーブルや信号線にコンデンサ
やフェライトコアなどのフィルタ回路素子を追加する手法が一般的である。しかし、信号
線数が多い場合、フィルタ回路素子を各信号線に設ける手間が増加し、また、フィルタ回
路素子の追加により装置重量や体積の増加やコスト増加等が問題となる。
【０００６】
　一方、特許文献２にはフィルタ回路素子を用いずに導体を周期配置した導体周期構造体
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（Ｅｌｅｃｔｒｏｍａｇｎｅｔｉｃ　Ｂａｎｄ　Ｇａｐ構造）とすることでノイズの伝播
を阻止する技術が記載されている。しかし、特許文献２では、プリント基板において、集
積回路で発生する電磁ノイズがプリント基板内を伝播することを阻止する方法を示してい
る。プリント基板のＩＣが発生するノイズは一般的に数十ＭＨｚから数百ＭＨｚ以上の高
周波である。一方、鉄道や自動車のようなパワーエレクトロニクスで問題となるノイズの
周波数は数十ｋＨｚから数ＭＨｚ程度の比較的低周波である。また、プリント基板上の信
号線の長さと鉄道や自動車等の信号線の長さは、大きく異なっている。従って、特許文献
２では、鉄道や自動車のような大型装置における電子機器間のケーブル・信号線等の信号
線によるノイズ伝播の抑制は想定していない。
【０００７】
　そこで本発明は、鉄道や自動車等の移動体に設けられたケーブル・信号線等の信号線に
起因して伝搬するノイズを減衰するノイズキャンセラー及びそれを搭載した移動体を提供
する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するために、例えば特許請求の範囲に記載の構成を採用する。本願は上
記課題を解決する手段を複数含んでいるが、その一例を挙げるならば、電動機を駆動制御
する電力変換器と、外部と通信を行う通信装置と、電力変換器と通信装置との間に設けら
れた信号線と、信号線を所定の区間ガイドする導電性の信号線ガイド部と、を備え、信号
線ガイド部は、GNDに電気的に接続され、かつ、所定の形状の導体がマトリクス状に周期
的に配置されたEBG構造を有し、EBG構造は、信号線と信号線ガイド部の面との間であって
、信号線ガイド部の信号線側の面に設けられた構造となっていることを特徴とする鉄道車
両である。
【０００９】
　また、他の例を挙げるならば、信号線を伝搬するノイズを減衰するノイズキャンセラー
であって、ノイズキャンセラーは、GNDに接続された導電性の筺体を有し、筺体は、筺体
の面と信号線との間であって、信号線側の筺体の面に、所定の形状の導体がマトリクス状
に周期的に配置されたEBG構造を有し、EBG構造の領域は、信号線の延伸方向に略垂直な方
向の長さより信号線の延伸方向の長さのほうが長いことを特徴とするノイズキャンセラー
である。
【００１０】
　また、他の例を挙げるならば、電動機を駆動制御する電力変換器を備えた自動車であっ
て、GND接続された導電性の筺体と、自動車を制御する電子機器と、電力変換器と電子機
器との間に設けられた信号線と、を備え、電力変換器と電子機器と信号線は、筺体内部に
設けられ、筺体は、所定の形状の導体がマトリクス状に周期的に配置されたEBG構造を有
し、EBG構造は、信号線と筺体の面との間であって、信号線ガイド部の信号線側の面に設
けられた構造となっていることを特徴とする自動車である。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、信号線起因の電磁ノイズの伝搬を減衰するノイズキャンセラーおよび
それを搭載した鉄道車両、自動車を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】実施例１における鉄道車両の構成の一例を示す図である。
【図２】実施例１に係るケーブル・信号線（配線）の電磁ノイズ伝搬を抑制する構造（ノ
イズキャンセラー）の断面と平面を示す図である。
【図３】電磁界解析に用いたモデル構造を示す図である。
【図４】電磁界解析結果を示す図である。
【図５】実施例１におけるノイズキャンセラーを鉄道車両に配置した構造の一例を示す模
式図である。
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【図６】実施例２における信号線が周期導体の上側に２本設けられている場合のノイズキ
ャンセラーの構造の一例を示す図である。
【図７】実施例３における所定の距離を設けて二つ配置した信号線に対して、その周囲を
覆っている導電性筺体の各面に周期導体を設けた構造のノイズキャンセラーの一例を示す
図である。
【図８】実施例４における信号線束がコの字型の導電性筺体８０１に収められている場合
のノイズキャンセラーの構造の一例を示す図である。
【図９】実施例５におけるノイズキャンセラーの構造の一例を示す図である。
【図１０】実施例６におけるノイズキャンセラーの構造の一例を示す図である。
【図１１】実施例７における自動車にノイズキャンセラーを設けた場合の模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下に本発明の実施の形態を、図を用いて説明する。
【００１４】
　なお、各実施例において重複する部分については説明を省略する場合がある。さらに、
説明の便宜上、上下等の位置関係を示す表現を用いるが、これは位置関係の上下を限定す
るものではなく、その逆もあり得る。
【実施例１】
【００１５】
　本実施例について、鉄道車両を例に図１～４を用いて説明する。
【００１６】
　図１は、本実施例における鉄道車両の構成の一例を模式的に示している。鉄道車両１０
０は、パンタグラフ１０１、電力変換器１０２、トランスポンダ１０５（通信装置）、電
子機器１０６、を有する。パンタグラフ１０１は、図示しない架線から電力の供給を受け
、電力変換器１０２等の電子機器へ信号線を通して電力を供給する。電力変換器１０２は
、パンタグラフ１０１から受けた電力の電圧、周波数を変換し、図示しない電動機に供給
する。トランスポンダ１０５は、地上に設置された地上子や外部の通信機器と無線で信号
を送受信する。
【００１７】
　通常、パンタグラフ１０１、電力変換器１０２、トランスポンダ１０５を含め、鉄道車
両に搭載された電子機器１０６は、信号線１０７（配線）で電気的に接続されている。こ
の信号線１０７は車両間をまたがって設けられている。そのため、一つの電子機器や電力
変換器１０２から発生したノイズは、信号線１０７を伝搬し、車両間を超えて他の電子機
器に影響を与える可能性がある。例えば、電力変換器１０２がノイズ源である場合、電力
変換器１０２から発生した電磁ノイズ１０４は、信号線１０７とGND接続された導電性の
鉄道車両表面と電磁的に結合することで、信号線１０７を伝ってトランスポンダ１０５に
伝搬し、トランスポンダ１０５の信号の送受信の誤作動を引き起こす可能性がある。
【００１８】
　この場合において、例えば、電力変換器１０２と電子機器１０６とが信号線１０７で直
接接続されていなくても、隣接する信号線１０７を介して電磁ノイズが伝搬することもあ
る。なお、図１においては、模式的に記載しているため、信号線１０７は単純な接続関係
しか図示していないが、実際には多数の信号線１０７がそれぞれの機器に接続されている
ことはいうまでもない。
【００１９】
　従来、ノイズ源から発生したノイズが信号線を伝搬していくのを抑制するために、各信
号線にフェライトコアなどのフィルタ回路素子を設けている。しかしながら、これらのフ
ィルタ回路素子は、各信号線に設ける必要があるため、信号線数が数十本以上ある鉄道車
両の場合、フィルタ回路素子を設ける手間の増加、フィルタ回路素子の増加による車両の
重さや製造コストの増加、等が問題となる。
【００２０】
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　これに対し、本発明は、ノイズ源とノイズを受ける機器をつなぐ信号線の一部の区間に
おいて、信号線をガイドしているガイド（信号線ガイド部）の表面に、EBG（Ｅｌｅｃｔ
ｒｏｍａｇｎｅｔｉｃ　Ｂａｎｄ　Ｇａｐ）という原理に基づいた周期導体１０３（EBG
構造）を設ける。鉄道車両は、金属でできた筺体であり、ガイドも導電性のもとであるの
で、ガイドは、鉄道車両、車輪、線路を介して、地面にGNDされている。従って、周期導
体１０３は、GNDのとれた導電性の筺体表面に設置していることになる。
【００２１】
　これにより、信号線と鉄道車両表面との電磁結合により信号線を伝搬している電磁ノイ
ズは、EBG構造を持つ周期導体１０３によって減衰され、信号線で接続された機器に対す
るノイズの影響が抑制される。これは信号線が複数あっても同様の効果が得られる。従っ
て、このEBG構造をもつ周期導体１０３を複数設けられている信号線に近い鉄道車両の面
、例えばガイドなどの表面に敷設するだけで、各信号線にフェライトコア等を設置するこ
となく、複数の各信号線を伝搬する電磁ノイズを抑制することができる。
【００２２】
　なお、図１では、ガイドに設けられた周期導体１０３は、ノイズ源となる電子機器を有
する車両とは異なる車両に設けているが、ノイズ源となる電子機器を有する車両に設けて
も、同様の効果を奏することはいうまでもない。また、ノイズ源とノイズの影響を受ける
電子機器が同一車両内にある場合でも、ノイズ源と電子機器との間の信号線に周期導体１
０３を設けることで、同様の効果を得られる。
【００２３】
　すなわち、周期導体１０３を有するガイドがノイズキャンセラーとしての役割を果たし
ているのである。また、周期導体１０３は、鉄道車両に直接設けても、ノイズキャンセラ
ーの役割を果たすことができる。また、ノイズキャンセラーは、インバータ等ノイズ源の
近くに接地すると、ノイズが遠くに伝搬する前にノイズの伝搬を抑制することができる。
【００２４】
　次に、EBG構造を有する周期導体１０３により、信号線を伝搬する電磁ノイズが減衰す
る原理について、図２～４を用いて説明する。図２には、本発明の一実施例に係るケーブ
ル・信号線の電磁ノイズ伝搬を抑制する構造（ノイズキャンセラー）の断面図と平面図を
示す。本実施例におけるノイズキャンセラーは、導電性筐体１０１の内部に敷設された信
号線１０７と導電性筐体１０１の内部の面との間に設置した周期導体１０３を有する。周
期導体１０３は、所定の形状の導体をマトリクス状に周期的に配置された構造を有する。
【００２５】
　なお、ここでいう所定の形状の導体をマトリクス状に周期的に配置された構造において
は、完全に周期的に配置されたもののみではなく、個々の所定の形状の導体の位置に多少
の位置ずれがあっても、ノイズキャンセラーの役割を果たすものも含んでいる。
【００２６】
　ここで、図２に示す信号線をもつ導電性筺体とその信号線としては、例えば鉄道車両自
体や鉄道車両内のガイドとその内部に敷設された信号線が該当する。なお、本実施例は、
鉄道車両やガイドに限定されるものではなく、導電性の筺体の表面の近くに信号線が設け
られているものであれば、車などの移動体、医療装置にも適用することができる。また、
導電性筺体の材料としては、金属、導電性樹脂等が考えられる。
【００２７】
　鉄道車両内には、電源ケーブルのように電源から各機器に電力を送電するためのものや
、信号ケーブルのように信号の発生元から各機器に信号を送るためのものなど多数の信号
線が敷設されている。
【００２８】
　信号線１０７は、上述したように電力や信号を各機器に送るために用いられる。その電
力や信号は信号線１０７を流れる電流や信号線１０７に印加された電圧によって送られる
。このとき、図２に示すように、この信号線１０７を流れる電流や電圧によって、信号線
１０７と導電性筐体１０１との間には磁界２０２および電界２０１が発生する。つまり、
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信号線を電流と電圧がとおるという現象は、信号線１０７と導電性筐体１０１との間に発
生している磁界２０２と電界２０１が、信号線１０７に沿って伝播していると考えられる
。これがノイズ伝搬の要因となる。
【００２９】
　ここで、本実施例では、信号線１０７と導電性筐体１０１との間に、ＥＢＧ構造を有す
る周期導体１０３を設けている。ＥＢＧ構造とすることで、その周期導体１０３は、周期
導体１０３の設置面に対して垂直方向に入射する特定周波数の電界を減衰させることがで
きる。なお、この場合、周期導体１０３を設置した導体面はＧＮＤ（接地）されている方
が好適である。
【００３０】
　本実施例では、ＥＢＧ構造が信号線に起因して伝搬する特定の電磁ノイズの周波数を減
衰させるようにするために、マッシュルーム型の形状をした導体をマトリクス状に配置し
ている。また、図２に示すように、ＥＢＧ構造を有する周期導体１０３は、信号線１０７
と導電性筐体１０１の面との間であって、導電性筺体１０１の信号線１０７側の表面に設
置する。これにより、周期導体１０３は、信号線を伝搬する電磁ノイズのエネルギーを吸
収し、信号線を伝播するノイズの伝搬を抑制するノイズキャンセラーとして機能する。
【００３１】
　なお、信号線１０７と周期導体１０３の間には何も設けず大気がある状態でよいが、周
期導体１０３を保護する保護部材を周期導体１０３表面に設けてもよい。保護部材として
は、絶縁性樹脂、アルミなどの酸化物などを用いるとよい。これにより、周期導体１０３
を保護し、耐久性を向上することができる。
【００３２】
　図２に示すように、信号線１０７周辺の電界２０１の分布は複雑である。しかし、導電
性筐体表面の電界２０１は、導電性筐体１０１の表面に対して略垂直方向に入射する。な
お、磁界２０２は、図２に示す電界の方向に対して垂直であり、信号線１０７の周囲を覆
うように発生している。
【００３３】
　周期導体１０３は、GNDがとれている導電性筐体１０１表面に設置されることで、垂直
に入射する特定周波数の電界のエネルギーを吸収し、信号線１０７に起因して伝搬するノ
イズ伝搬を抑制する。ここで、ノイズ伝搬抑制周波数ｆｒは、式１に示すように、周期導
体１０３の個々の導体の形状によるインダクタンスＬｃと、隣接する導体間の寄生容量Ｃ
ｄによって決まる。
【００３４】
【数１】

【００３５】
　このノイズ伝搬抑制周波数ｆｒを所望の周波数にあわせるためには、周期導体１０３の
形状や構造を調整するか、周期導体間の容量Ｃｄを所望の値にするためにチップコンデン
サなどの回路素子１０４を用いても良い。所望の容量Ｃｄの回路素子１０４を用いること
で、周期導体１０３の形状を変えなくても、容易に電磁ノイズを吸収する周波数を制御す
ることができる。
【００３６】
　なお、本実施例では、周期導体１０３におけるＥＢＧ構造の単位構造として、略平板状
の頭部とその頭部を支える略棒状とを有するマッシュルーム型の構造を採用しているが、
吸収したい電磁ノイズの周波数に応じて形状を変更するとよい。
【００３７】
　次に、電磁界解析により、本実施例におけるノイズキャンセラーの効果を検証した結果
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を図３および４を用いて説明する。図３に電磁界解析に用いたモデル構造を示す。ここで
は、鉄道車両内に設置する場合を想定し、周期導体１０３を設置した面の大きさは、信号
線１０７の延伸方向に長さ２．５ｍ、当該延伸方向に垂直な方向の幅１ｍとした。また、
信号線１０７と周期導体１０３との距離は５０ｍｍとした。
【００３８】
　個々の導体のサイズは電磁ノイズを吸収する周波数が３．３ＭＨｚになるように幅１０
０ｍｍ，長さ５０ｍｍ，導体の高さは１０ｍｍ、導体厚さは５ｍｍに設定した。隣接する
個々の導体間の距離は、５ｍｍに設定した。周期導体１０３上方に敷設された信号線は長
さ３ｍとし、電磁界解析では、この信号線１０７の一端から電磁ノイズを入れて他端から
出てきた電磁ノイズと一端に入れた電磁ノイズとの比から高周波伝播特性を求めた。導電
性筐体１０１はＧＮＤに設定し，幅を１ｍ，厚さを１０ｍｍ，長さは信号線と同じ３ｍと
した。
【００３９】
　電磁界解析結果を図４に示す。信号線１０７を伝播する高周波成分の減衰量が、約３．
３ＭＨｚのみ急激に増加している。これは、本実施例によるノイズキャンセラーによって
３．３ＭＨｚのノイズ伝播を吸収していることを示している。ノイズの減衰量は、周期導
体１０３を設置している面の長さと幅や、周期導体１０３の形状や構造、個々の周期導体
１０３間の距離、周期導体１０３上を通過する信号線１０７の距離等によって変化する。
【００４０】
　一般的に、信号線１０７が周期導体１０３の設置面上を通過する距離を長くすることで
、ノイズ伝搬の減衰量を大きくすることができる。鉄道車両を想定した場合、車内のケー
ブル信号線は数十ｍにおよぶため、２．５ｍの周期導体１０３の設置長は十分に実用範囲
内である。
【００４１】
　なお、本実施例では、信号線１０７の延伸方向と周期導体１０３の構造の周期性の方向
を一致させているが、これに限定するものではなく、信号線１０７の延伸方向と周期導体
１０３における導体が周期的に並ぶ方向が一致しなくても本発明の効果を得ることができ
る。
【００４２】
　次に、製造方法について説明する。周期導体１０３は、プリント基板の製造プロセスに
よって作製することを想定しているが、これに限るものではない。例えば、周期導体１０
３の個々の導体を板金加工などによって作製し、導電性筐体にネジなどにより固定し、着
脱自由となる構造にしてもよい。ノイズ伝搬を抑制する周波数などの電気特性は、周期導
体１０３の構造や間隔によって決まる。
【００４３】
　ネジの締め具合を調整することで周期導体１０３のマッシュルーム構造の高さを調整す
ることができる高さ調整機構を設けることにより、周期導体１０３の構造や周期導体１０
３の位置を実装後に変更可能となり、ノイズ伝搬を抑制する周波数を調整することができ
る。
【００４４】
　なお、高さ調整機構は、ネジによる構造に限定されるものではなく、はめ込み式で自由
に高さを調整できるような構造など、高さを調整できる機構であればよい。
【００４５】
　また、プリント基板を用いる場合は、フレキシブル基板のようにシート状とすることで
婉曲した表面であっても敷設が容易になる。
【００４６】
　次に、図５を用い、鉄道車両に周期導体１０３を設置した場合の構造について説明する
。図５は、鉄道車両床下のガイド５００（信号線ガイド部）に信号線を通している模式図
である。なお、図５においては、鉄道車両筺体１００の外にガイドが設けられた例を示し
ているが、ガイド５００が鉄道車両筺体１００内に設けられていてもよい。
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【００４７】
　鉄道車両筐体１００の床下には信号線１０７を保持するための導電性ガイド５００があ
る。このガイドの信号線１０７側の表面に周期導体１０３を設けることで、信号線１０７
を伝播するノイズを低減することができる。
【００４８】
　以上、本実施例によれば、例えば鉄道車両において、信号線を伝搬する電磁ノイズを容
易に抑制することができるノイズキャンセラーおよびそれを備えた鉄道車両を提供するこ
とができる。
【００４９】
　なお、本実施例では、鉄道車両間に信号線１０７が跨っている場合について説明したが
、一つの鉄道車両内にノイズ源とそのノイズ源からのノイズの影響を受ける機器がある場
合においても適用できることはいうまでもない。
【実施例２】
【００５０】
　次に、図６を用い、複数本の信号線１０７が離れた位置に敷設されている場合の実施例
について説明する。図６は、信号線１０７が周期導体１０３の上側に２本設けられている
場合の図である。伝播を抑制したいノイズ周波数が、それぞれの信号線１０７で共通の場
合、周期導体１０３の構造は同一でよい。
【００５１】
　しかし、この場合、それぞれの信号線１０７と周期導体１０３との間で電磁結合するた
め、ノイズの伝播特性が変化し、周期導体１０３での電磁ノイズの吸収効率に影響が出て
しまう。
【００５２】
　本実施例では、これを防ぐため、図４のように、所定の距離離間している複数の信号線
１０７に対して周期導体１０３を設置する場合、離間している信号線と信号線の間で周期
導体１０３の電磁結合を分離する分離部６０１を設ける。
【００５３】
　分離部６０１は、例えば、周期導体１０３の個々の導体間をコンデンサなどの回路素子
１０４で接続している場合には、お互い所定の距離離れている信号線１０７との間の領域
において、回路素子１０４を非実装とする部分を設けることで構成できる。また、回路素
子１０４を用いていない場合には、周期導体１０３用の導体間距離を一部だけ変えること
で分離部６０１を構成できる。つまり、分離部６０１は、周期導体１０３の周期性と異な
る領域として非周期部とすればよい。
【００５４】
　なお、分離部６０１は、信号線と信号線の間にある周期導体１０３の略中央付近に設け
ているが、これに限定されるものではなく、信号線と信号線との位置関係や構造上の制約
により、一方の信号線側に近くなるように設けてもよい。つまり、各信号線に要求される
電磁ノイズの減衰量に応じて、それを達成できるように分離部６０１を設ければよい。
【００５５】
　また、本実施例では、分離部６０１の延伸方向と信号線１０７の延伸方向とを一致させ
ているが、これに限定されるものではない。すなわち、各信号線と周期導体１０３との電
磁的結合が相互に影響しあわないように、各信号線１０７との間の領域に周期導体１０３
が非周期となるような分離部６０１を設ければよい。
【００５６】
　以上、本実施例によれば、所定の距離離れた複数の信号線がある場合であっても、信号
線間の領域にある周期導体１０３に非周期となる分離部６０１を設けることで、各信号線
を伝搬する電磁ノイズを容易に抑制することができる。
【実施例３】
【００５７】
　本実施例では、導電性筺体７０１の面が信号線１０７を覆うように配置されている場合
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のノイズ伝搬抑制構造（ノイズキャンセラー）について、図７を用いて説明する。図７は
、所定の距離を設けて二つ配置した信号線に対して、その周囲を覆っている導電性筺体７
０１の各面に周期導体１０３を設けた構造を示している。なお、図示していないが、導電
性筺体７０１はGNDされている。
【００５８】
　実施例１では、信号線１０７の近傍に位置する平面状の導電性筐体５０１の一面に周期
導体１０３を設けた構造を示した。しかし、信号線１０７近傍の導電性筐体５０１の形状
が、図７のように信号線１０７を覆うように囲う形状の場合、ノイズ伝搬抑制用の周期導
体１０３は、導電性筐体７０１内の面のうち信号線１０７側の面すべてに周期導体１０３
を設けることが望ましい。
【００５９】
　これは、図７のように信号線１０７が導電性筐体７０１に囲まれているため、信号線１
０７と電磁結合する導電性筐体７０１の面を一平面に限定できない構造となる。この場合
、信号線１０７と導電性筐体７０１間の電界分布は、信号線１０７を囲んでいる導電性筐
体７０１の各面との間に発生していると考えることができるためである。
【００６０】
　この場合、信号線１０７と電磁結合する導電性筺体７０１の各面に周期導体１０３を設
けるとよい。これにより、信号線１０７から発生した電界分布が周期導体１０３の面に対
して略垂直方向に入射することになるので、信号線１０７を伝播する電磁ノイズの減衰効
果を高めることができる。
【００６１】
　なお、図７において、二つある信号線１０７のうち、一つの信号線１０７の電界分布は
省略してある。
【００６２】
　また、ノイズ伝播を抑制したい信号線１０７が複数本ある場合、実施例２で述べたよう
に、導電性筐体５０１に分離部６０１を設けることが望ましい。よって、図７の場合、信
号線１０７により近い信号線下面に加えて、信号線上面にも分離部６０１を設けることが
望ましい。また、導電性筺体７０１の各面に設けた周期導体１０３との間に分離部６０１
を設けたほうがよい。これにより、各信号線を伝搬する電磁ノイズをそれぞれ減衰させる
ことができる。
【００６３】
　また、導電性筐体７０１の形状はこれに限らず、例えば図８のように信号線１０７の上
面が囲われている形状ではなく、信号線１０７の下面と側面のみ導電性筐体８０１が存在
する場合なども考えられる。その場合は下面と側面共にノイズ伝搬抑制用の周期導体１０
３を設けることで高いノイズ低減効果を得られる。これにより、ノイズ伝播を抑制した信
号線敷設構造を提供できる。
【００６４】
　以上、本実施例によれば、信号線の周囲が導電性筺体の面に覆われている場合に、それ
らの面に周期導体１０３を設けることで、信号線を伝搬する電子ノイズの減衰効果を高め
ることができる。
【実施例４】
【００６５】
　実施例１～３では信号線１０７は単線の場合を示したが、本実施例では、信号線１０７
が複数本束ねられたた信号線束８０２、８０３である場合について、図８を用いて説明す
る。図８は、信号線束８０２、８０３がコの字型の導電性筺体８０１に収められている場
合の構造を示した一例である。
【００６６】
　図７の信号線束８０３、８０３のように、信号線１０７が複数本束ねられていても、電
子機器が発生する電磁ノイズで問題となるコモンモードノイズは、ＧＮＤとなる導電性筐
体１０３の平面と各信号線束８０２、８０３との間を伝播する。
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【００６７】
　なお、信号線の束ね方は図８に示される信号線束８０２、８０３に限定されるものでは
なく、束状となっているのであれば束ね方はいずれでもよい。また、図８では、信号線束
８０２、８０３から生じる電界分布については省略しているが、当該電界分布は、周期導
体１０３の面に対して略垂直に入射している。
【００６８】
　よって、信号線１０７が束線であっても、束線毎に導電性筐体８０１との間に電磁ノイ
ズが伝播すると考えられ、導電性筐体８０１の分離部４０１は信号線束８０２と信号線束
８０３の間に設けることで所望のノイズの伝搬の減衰効果を得られる。
【００６９】
　また、信号線束８０２、８０３がシールドケーブルであっても同様にコモンモードノイ
ズはシールドケーブルのシールド外皮と導電性筐体の間を伝播するため、ノイズ伝搬抑制
用の周期導体１０３をシールドケーブルと導電性筐体８０１との間に設置することでノイ
ズ伝搬の低減効果を得られる。これにより、ノイズ伝播を抑制したノイズ伝搬抑制構造を
提供できる。
【００７０】
　以上、本実施例によれば、複数の信号線が束状になっていても、束状の信号線群での電
磁ノイズの伝搬を抑制することができる。
【実施例５】
【００７１】
　本実施例では、信号線内において信号線の内部導体９０１の周囲近傍を周期導体９０３
で覆う場合について、図９を用いて説明する。図９は、本実施例におけるノイズキャンセ
ラーの構造の一例を示している。
【００７２】
　実施例４では、信号線束８０１、８０２がシールドケーブルであってもコモンモードノ
イズを低減するためにシールドケーブルと導電性筐体８０１の間に周期導体１０３を設け
る構造を示した。一方、本実施例では、シールドケーブルにおいてケーブルの芯線である
内部導体９０１とシールドである外部導体９０２との間を電磁結合により伝播するノーマ
ルモードの電磁界についても本実施例の構造により低減できる。
【００７３】
　図９のように、内部導体９０１と外部導体９０２との間にノイズ伝搬抑制用の周期導体
９０３を設ける。すなわち、内部導体９０１の延伸方向の周囲を覆うように、間隙９０４
をあけて周期導体９０３を設ける。この場合、内部導体９０１から発生する電界分布は、
周期導体９０３の面に対して略垂直方向に入射するようになる。これにより、周期導体９
０３が特定周波数のノイズ伝搬を抑制することができる。
【００７４】
　なお、図９に示すように、周期導体９０３のマッシュルーム構造において、外部導体９
０２と平行な面は婉曲させて曲面にしているが、曲面ではなく平面としてもよい。
【００７５】
　以上、本実施例によれば、信号線のノイズ伝搬を信号線の周囲で抑制することができる
。
【実施例６】
【００７６】
　本実施例では、信号線の内部導体または信号線の周囲を後付けにより周期導体で覆う場
合について、図１０を用いて説明する。図１０は、本実施例におけるノイズキャンセラー
の構造を示す一例である。
【００７７】
　本実施例では、図１０に示すように、電磁ノイズ伝搬の抑制用の周期導体９０３を備え
た遮へい導体１００１部材を電磁ノイズ伝搬抑制用の追加対策部材として用いる。図１０
は、信号線１００４を内部に有するシールドケーブル１００５を、周期導体９０３を備え
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る遮へい導体１００１で覆う例を示している。このとき、遮へい導体１００１は、GNDさ
れるようにするとよい。対象信号線は、単線であってもシールドケーブルであっても同様
にノイズ伝搬の低減効果を得られる。
【００７８】
　遮へい導体１００１は、図１０に示すように、遮へい導体１００１の一端と他端を着脱
自由とする開閉部１００２（固定部）を設けることによって開閉可能な構造とする。これ
により、信号線を実装後であっても、ノイズ伝搬抑制対策として、本実施例にかかるノイ
ズキャンセラーを後付けで適用可能となる。例えば、開閉部１００２は、ファスナー、フ
ック、ボタンなどを用いることで低コストに実現できる。
【００７９】
　なお、遮へい導体１００１は、薄い板金や導電性のフレキシブル基板シートなど、柔軟
性のある板状の部材であればよい。これにより、安価に信号線の電磁ノイズ対策を後付け
で行うことができる。
【００８０】
　以上、本実施例によれば、信号線の電磁ノイズ伝搬の抑制対策として、後付け可能なノ
イズキャンセラーを提供することができる。
【実施例７】
【００８１】
　本実施例について、自動車に適用した場合を図１１を用いて説明する。図１１は、自動
車にノイズキャンセラーを設けた場合の模式図を示している。
【００８２】
　自動車は、シャーシやボディを含む自動車筺体１１００と、バッテリなどの電子機器１
１０１と、電力変換器１１０２と、周期導体１１０３と、信号線１１０７と、を有する。
自動車の場合でも、電力変換器１１０２など電磁ノイズを発生する電子機器と、電子機器
１１０１を接続する信号線１１０７を伝播する電磁ノイズを、自動車筐体１１００に周期
性導体１１０３を設けることで抑制できる。　なお、周期導体１１０３を設ける場所は、
自動車筺体１１００に限られるものではなく、信号線を束ねて這わせるためのガイドなど
に設けるようにしても、同様の効果を得ることができる。
【００８３】
　なお、本発明におけるノイズキャンセラーを設けた例として、鉄道車両と自動車につい
て説明したが、本発明はこれらに限定されるものではない。例えば、医療装置など、電源
と電子機器、それらを接続する多数の信号線を導電性の筺体に収めたような装置であれば
、本発明におけるノイズキャンセラーを適用可能であることは言うまでもない。
【００８４】
　また、本発明は上記した実施例に限定されるものではなく、様々な変形例が含まれる。
例えば、上記した実施例は本発明を分かりやすく説明するために詳細に説明したものであ
り、必ずしも説明した全ての構成を備えるものに限定されるものではない。また、ある実
施例の構成の一部を他の実施例の構成に置き換えることが可能であり、また、ある実施例
の構成に他の実施例の構成を加えることも可能である。また、各実施例の構成の一部につ
いて、他の構成の追加・削除・置換をすることが可能である。
【符号の説明】
【００８５】
１００…鉄道車両、１０１…パンタグラフ、１０２…電力変換器、１０３…周期導体、１
０５トランスポンダ、１０６…電子機器、１０７…信号線、２０４…回路素子、５００…
ガイド、６０１…分離部、７０１…筺体、８０１…筺体、８０２…信号線束、８０３…信
号線束、９０１…信号線の内部導体、９０２…信号線の外部導体、９０３…周期導体、１
００１…遮へい導体、１００２…開閉部、１００４…信号線、１００５…シールドケーブ
ル
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